
 

 

 

 

 

●令和２年４月１日から耐震補助・ブロック塀等補助の補助金の受け取りに代理受領制度が

利用できるようになりました。 

 

代理受領制度とは・・・ 

市が交付する補助金について、申請者（住宅所有者）に代わって、耐震診断等を実施した

業者（耐震診断・改修技術者、解体業者、施工業者など）の方が直接受け取ることができる

制度です。 

この制度を利用することで、申請者は診断費用等から補助金を差し引いた額を用意すれば

良くなり、診断等に係る立替費用の負担が軽減されます。 

※代理受領制度を利用される方は、申請時に「補助金代理受領予定届出書」を提出してくだ

さい。 

※代理受領できるのは、申請者との契約による耐震診断等を実施した業者に限ります。 

※代理受領制度を利用される場合は、代理受領事業者の同意が必要となります。 

 

例：耐震改修工事費が２００万円で、補助額が１００万円の場合 

（改修技術者が代理受領者になる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

改修技術者 

交野市

申請者 

耐震補助金・ブロック塀等補助金の代理受領制度を導入しました！ 

※耐震補助金：耐震診断、耐震改修、除却の補助金のことをいいます。 

代理受領制度 

100万円 

※どちらの制度を利用するかは申請者の方でお選びいただけます。 

 

200万円 

100 万円 

これまでの制度 

100万円 

交野市

一旦、工事費の全額を 

負担する必要があった 

 

①  

② 

改修技術者に200万円の 

支払いが完了した後に… 

 

改修技術者に100万円の 

支払いが完了した後に… 

 

申請者 改修技術者 

補助金を差し引いた 

金額でOK！ 

②  

①  


